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１ はじめに
　産業の国際競争力を強化すべきだとの声が近年我が
国では喧しい．経済界，マスコミの議論等に加えて，
政府においても，産業の国際競争力強化に向けた取り
組みが行われるようになっている．例えば，経済財政
諮問会議が2006年６月に公表した「経済成長戦略大
綱」は，項目の第一として「国際競争力の強化」を挙
げている．個別産業についても，例えば，金融庁が「金
融・資本市場競争力強化プラン」を2007年12月に公
表している．情報通信（ICT）産業も，国際競争力の
強化が盛んに唱えられる産業の一つであり，最近，
ICT 産業の国際競争力強化を目指した一連の政策が
打ち出されている．
　一方で，経済政策の大きな目的のひとつは，国内資
源の効率的な配分を達成し，それらを通じての日本国
内で生み出される付加価値（実質GDP）を増大させ
ることであって，国際競争力を目的として政策を行う
ことがこのことと整合的か否かが問題となる．そこ
で，本稿では，経済政策の観点から見た産業の国際競
争力強化について，ICT 産業における議論を具体例
にとって論ずる．なお，本稿は，産業の国際競争力強
化を経済政策の目標とすることについての考え方を述
べたものであり，現在 ICT 国際競争力強化の下で行
われている個別施策の是非を論じたものではない．
２ ICT産業の国際競争力強化の概要
2.1　経緯
　日本の ICT 分野においては，1990年代から国際競
争力の強化が政策論議において取り上げられてお
り（注１），それ以降，研究開発，国際標準化等，個々の
政策論議の中で折に触れて国際競争力への対応の必要
性が謳われ，それに向けた取り組み行われるように
なっている．
　特に，最近は，ICT 産業の国際競争力強化そのも
のを中心的なテーマとした議論や取り組みが行われる
ようになっている．例えば，総務省は，ICT 分野に
おける国際競争力強化についての基本的な戦略の方向
性を検討するため，2006年10月に有識者や関係企業
トップを集めた「ICT 国際競争力懇談会」を立ち上
げた．同懇談会は2007年１月に中間とりまとめ，同
年４月に最終とりまとめを発表した．総務省は後者に
盛り込まれ提案をほぼそのまま受け入れる形で同年５
月に「ICT国際競争力強化プログラム」を発表した．
その後，政府レベルにおいて，「経済財政改革の基本
方針2007」（2007年６月19日閣議決定）や「重点計画
－2007」（2007年６月19日高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部決定）の中に ICT 産業の国際競争
力強化が盛り込まれた．これらを受けて，総務省は，
ユビキタス特区事業の推進，ジャパン・イニシアティ
ブ・プロジェクトの推進，標準化活動の強化，国際展
開支援等に取り組んでいる．
　経済産業省においても，従前より，IT 産業の競争
力強化のための様々な施策を実施している．例えば，
最近では，我が国情報産業の競争力の強化を図ること
を目的として，「情報大航海プロジェクト」や「情報
通信機器・デバイス等に関する革新技術の確立とその
開発成果の普及」「ソフトウェアの品質・信頼性・生
産性向上，開発環境整備（人材育成，産学連携）」等
を実施している（経済産業省「情報産業強化施策の概
要について（年次報告書）」等）．
2.2　ICT産業の国際競争力強化の考え方
　ICT 産業の国際競争力強化の考え方については，
その多くが前述の ICT 国際競争力懇談会最終とりま
とめ（以下「最終とりまとめ」と呼ぶ）で示されてい
る．
　まず，ICT 産業の国際競争力強化を推進すべきと
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する理由について，最終とりまとめは次のとおり述べ
ている．
　我が国経済を新たな成長のトレンドに乗せるため
には，ICT 産業の国際競争力の強化が不可欠であ
る．ICT 産業の国際競争力強化は，我が国の経済
成長を牽引すると同時に，ICT を利用する様々な
産業の効率化や高付加価値化を実現するとともに，
生活の様々な分野において，世界に先駆けた高度な
ICT サービスが提供されることにより，国民生活
の向上が図られる．（１．はじめに）
　つまり，ICT 産業の国際競争力強化が必要なのは
我が国経済全体の成長や国民生活の向上等のためであ
ると考えられている．政府自身も，「重点戦略－
2007」において，
　我が国の ICT 産業が今後も活力を維持し，我が
国経済を新たな成長のトレンドに乗せるためには，
成熟した国内市場に偏重した国内志向から飛躍的拡
大を続けるグローバル市場を先導していく海外志向
に向けて誘導し，その国際競争力の強化を図ること
が重要である．
と述べ，これと同様の認識を示している．
　このように経済成長等に不可欠とされている「ICT
国際競争力強化」（＝ ICT産業の国際競争力強化）と
は何かについて，最終とりまとめは次のように定義し
ている．
　「ICT 国際競争力強化」とは，「我が国に本拠を
置く事業部門（海外拠点を含む）による ICT 関連
の財・サービスの生産・販売活動のグローバル市場
（国内市場を含む）における海外の産業に対する相
対的な競争力を強化すること，さらに，国内市場及
びこれから成長するグローバル市場における ICT
産業の競争力を支える国の能力も高め，我が国の経
済的繁栄，国民生活の向上に貢献すること」と定義
する．（４．ICT国際競争力強化の基本戦略⑴目標）
　国際競争力を強化すべき主体として考えられている
のが「我が国に本拠を置く事業部門」であることは分
かるが，キーワードと言える「国際競争力」について
は，「競争力」という言葉を繰り返し使用するものの，
その意味を明らかにしていない等，定義として十分と
は言い難い．そこで，最終とりまとめにおいて日本の
ICT 産業の現状の何が問題点と認識されているのか
を併せて見ることとする．
日本の ICT技術・製品の現状は，例えば，
・携帯電話やパソコン等の情報通信機器市場では，
日本の主要メーカーの売上高の合計が海外主要
メーカー１社の売上高に及ばないこと
・半導体では米国や韓国の企業に大きく差をつけら
れていること
・第２世代携帯電話では日本方式を採用している国
はないこと
・放送分野でもテレビ受信機は高いシェアを有して
いるが，その基本技術であるデジタル放送におけ
る日本方式の採用国はブラジルだけであること
・コンテンツ分野では，韓国等のアジア諸国がコン
テンツ輸出を増加させる中で我が国は輸入超過が
続いていること
等，様々な分野のグローバル市場で苦境に陥ってい
る．
　例えば，ようやく標準化に成功した第３世代携帯
電話では，特許の多くを他国企業に保有されている
ため，端末製造の際に多額のライセンス料支払いが
必要となっているなど，名をとって実をとれない状
況になっている．（３．ICT産業の現状と課題）
　以下の「重点計画－2007」の文章から，政府も同様
の認識を持っていることが分かる．
　ICT 産業の世界市場において日本の主要メーカ
の売上高の全合計が海外主要メーカ１社にも及ばな
い状況もあるなど，多くの市場を海外企業に支配さ
れており，ICT 産業の国際競争力強化を図ること
が急務となっている．
　これらによれば，日本の ICT 産業の問題は，企業
の国籍でみた売上高／世界市場でのシェア，世界での
技術方式の採用，貿易収支，ライセンス料の対外収支
等である．これらを問題点として指摘した上で，ICT
産業の国際競争力強化が必要であるとの議論を行って
いることから，国際競争力の強弱は，自国企業が海外
企業と比較して世界市場においてどれだけのシェアや
売上高を持っているか，自国で開発された技術が世界
でどれだけ採用されているか，特許をどれだけ保有し
海外とのライセンス料の対外収支はどうなっているの
か等によって測られるものと認識されていることが分
かる．
　最終とりまとめは，日本の ICT 産業がこのような
「苦境」に陥った要因として，
・国内市場偏重の市場構造の定着
・ネットワークインフラの特性に製品・サービスが
規定される市場への不十分な対応
・我が国のトータルな戦略性・政策が欠如，戦略的
な取組などによる韓国等の台頭
・ベンチャー企業が世界を代表する企業に育ちにく
いイノベーション環境
等を挙げている．その上で，最終とりまとめは ICT
国際競争力強化のための政府，民間企業等による様々
な取り組みを提案している．総務省の「国際競争力強
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化プログラム」は，最終とりまとめにおいて提案され
た案をほぼそのまま取り込んでいる（注２）．
　以上から，ICT産業の国際競争力強化の考え方は，
次のとおりにまとめられよう．
・ICT 産業という特定の産業の国際競争力が重要
であるのは，我が国経済全体の成長等が目的であ
ること
・ここで，「国際競争力」は，世界市場での売上高
やシェア，技術方式の採用，貿易収支等によって
示されていること
・国際競争力が強化されるべき主体として「我が国
を拠点とする事業部門」が念頭に置かれているこ
と
・ICT 国際競争力強化のためには政府を含めた取
り組みが必要であること
３ 経済政策の観点から見た  ICT 産業の国際競争力強化
　国際競争力強化を国家的な取り組みと位置付ける以
上，個々の企業や業界の利益ではなく，日本全体の利
益になる政策の一つとして行う必要がある．経済政策
は，与えられた労働力，資本等の資源の下でこれら資
源を効率的に配分し，それを通じて，その国において
生み出される付加価値額（実質GDP）を増大させる
ことを大きな目的としている（注３）．前章で見たとおり，
ICT 産業の国際競争力強化も，我が国経済全体の成
長等のためとされており，意図としては経済政策の一
つとして位置付けようとしていることが分かる．
　しかし，競争力または国際競争力という概念は明確
に定義できるものではなく，経済学においてこれを用
いた議論は懐疑的に見られることが多い（例えば，
Krugman（1994））．近年，我が国で声高に論じられ
る国際競争力強化の議論に対して，例えば野口（2006）
が国際経済学の観点から批判を行っている．これらは
国際競争力強化を唱える議論一般に対するものである
が，国際競争力強化を提唱する議論の具体的事例につ
いて経済政策としての妥当性を論じることも重要と思
われる．そこで，本章においては，ICT 産業の国際
競争力強化の考え方について，国際競争力強化を論ず
る意義，国際競争力強化に向けた政策の意義，「我が
国を拠点とする事業部門」を主体として考えることの
意義の３点から論じる．
3.1　「国際競争力強化」の意義について
　「競争力」または「国際競争力」という言葉は，一
般でもよく使用されるが，明確に定義することは難し
い．例えば，Krugman（1994）は，米経済諮問委員
会（CEA）のローラ・タイソン委員長（当時）が『国
際競争の試練に耐えられる財・サービスを生み出しな
がら，国民の生活水準を向上させ，維持できる能力』
と述べていることに対し，「じっくりと考え，事実と
つきあわせていくと，この定義は，表向き良くても，
内実がほとんどないことが理解されるはずである」と
批判している．
　最終とりまとめで示されている ICT 国際競争力強
化の定義も，内容が不明確なところがあったことか
ら，前章では，最終とりまとめ等において日本の ICT
産業の問題点として指摘されている事項に基づき，国
際競争力が，売上高／世界市場でのシェア，世界での
技術方式の採用，貿易収支，ライセンス料の対外収支
等で測られるとの認識があることを示した（注４）．
　これらから，背後に経常収支の黒字ができるだけ大
きい方がよいとの考え方があることを見て取ることが
可能だろう．例えば，貿易収支やライセンス料の対外
収支を指標としていることには直接この考え方が示さ
れている．また，海外での技術方式の採用の拡大も，
ライセンス料収入という形に還元されることから，経
常収支を重視するものの一つと考えることができる．
売上高／世界市場のシェアについても，規模の経済性
等により，それらが大きいほど大きな利益をもたらす
のであれば，経常収支を重視する考え方として整理す
ることが可能である（注５）．このような経常収支重視の
考え方は重商主義の一種と言え，1980年代から1990
年代前半における日米間の摩擦において，米国側が日
本の対米貿易黒字を問題とした考え方もこれと同じで
（注２） 同プログラムは，「政策資源の集中と選択，産学官の
連携強化などにより2011年までに ICT産業の国際競争力強
化を実現する」ことを目標とした上で，基本プログラムと
して「ユビキタス特区の創設」「ジャパン・イニシアティ
ブ・プロジェクトの推進」「プラットフォームの開発・整備」
「重点分野における基本戦略の推進」「技術外交の戦略的展
開」等，また個別プログラムにおいて「研究開発」「標準化」
「知的財産」「人材育成」「ソフトパワー」「ブランド」「国際
展開支援」「税制・財政金融等支援」に関する施策を多数盛
り込んでいる．基本プログラムにある重点分野として「次
世代 IPネットワーク」「ワイヤレス」「デジタル放送」の３
分野を選び，それぞれの基本戦略を官民が協力して推進す
ることを定めている．
 　なお，本稿の締切後の2008年７月，総務省は同プログラ
ムを改定した「ICT国際競争力プログラム ver2.0」を発表
した．
（注３） 経済政策の目的には，この他に公平な所得分配，物価
安定等があるが，本稿の議論とは直接関係がないと考えら
れるため，ここでは省略する．なお，効率的な資源配分は
ミクロ経済政策の目的，実質GDPはマクロ経済政策の目
的であるが，この２つは深く関係する．例えば岩田・飯田
（2006）を参照．
（注４） ただし，こうした認識をベースにしても，デジタルカ
メラ，カーナビゲーションシステム等の製品，携帯端末の
部材の一部では日本企業の世界市場シェアは高い等，問題
点ばかりだと言うのは適切でない．そもそも情報通信関連
財・サービス全体の貿易収支は年間数兆円の黒字である（総
務省（2008））．
（注５） なお，世界市場での売上高や市場シェアの拡大自体は，
その国における付加価値の増大になるとは言えない．この
ことは，利益を度外視した安売りや国民負担による企業へ
の多額の補助金による売上高増・市場シェアの獲得を想起
すれば明らかである．
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あった．
　しかし，野口（2006）等が示すとおり，このよう
な考え方は，理論的に誤ったものとして一貫して批判
されている．詳細な説明は省くが，一国の経常収支は，
恒等式によりその国の所得総額から支出総額を差し引
いた額，財政収支を考慮しなければその国の貯蓄総額
から投資総額を差し引いた額に等しい．その国の居住
者全体の支出が所得をどれくらい上回るかまたは下回
るかによって決まる．支出が所得を下回れば（すなわ
ち投資が貯蓄を下回れば）海外への貯蓄供給（すなわ
ち海外投資）となり経常収支は黒字となる．逆に支出
が所得を上回れば（すなわち投資が貯蓄を上回れば）
経常収支は赤字となる．経常収支は，その国の居住者
全体の所得（または貯蓄）と支出（または投資）のバ
ランスを反映したものであって，国の間の勝ち負けを
示すものではない．これは，かつて米国からの日本の
貿易黒字に対する批判に対して，日本政府等が米国に
対して反論した際の論理の一つでもあった．
　実際，経常収支の黒字・赤字は，経済的繁栄の程度
を示していると言い難い．世界には経常収支が黒字の
国も赤字の国もあるが，全世界トータルで見れば差し
引きゼロである（注６）．米国は一貫して世界最大となる
巨額の経常赤字を長年計上している一方，途上国でも
経常黒字の国はいくつもある．もし，経常収支の黒字
赤字で良し悪しを判断すると，これら途上国が良く米
国は最悪である，という結論になってしまう．また，
米国や日本のような国の経済では，GDPにおける経
常収支の占める比率はせいぜい数％に過ぎず，これに
よりGDPの額が大きく左右されることも考えにくい．
以上を踏まえれば，一国経済全体で見ようが，ICT
産業等の個別産業で見ようが，経常黒字を遮二無二増
大させる必要性はない．
　また，国際競争力を「輸出競争力」でとらえる考え
方もあるが，これについて，原田・熊谷（2005）は
輸出競争力を世界の輸出合計に占めるある国の輸出
シェアの伸び率を捉え，これを国ごとに比較した場
合，日本や他の先進工業国では，「国際競争力が生活
水準を向上させる」という関係はないことをデータに
より実証している．
　こうした議論に対しては，ある産業（例えば ICT
産業）の国際競争力が一国の経済成長等のために特に
重要であり，他の産業よりも重視させるべきと考える
人がいるかもしれない．しかし，所与の資源量の下で，
その産業（例えば ICT 産業）での輸出の増加に伴っ
て投入される労働力や資本等の資源が増えると，他の
産業に投入される資源がその分だけ減少しそれが生む
付加価値も減ることになるので，その国の経済全体と
して大きな変化は生じない（注７）．
　また，他の条件が一定の下で，ある産業（例えば
ICT 産業）でイノベーション等が起きて，日本に本
拠を置く事業部門の製品の世界市場での売上が大きく
伸びて利益が出ればよいとの考え方もあるかもしれな
い．純粋に市場競争によってそうした結果になれば結
構なことだが，売上増等が海外市場で起ろうが国内市
場で起ろうが本質的な差はない．また，同様のことは
当該産業（ICT 産業）に限らずどの産業に起きても
同じである．換言すれば，地理的市場，産業分野如何
を問わず，資源の効率的な配分，すなわち所与の資源
でより多くの財・サービスを生み出す生産性の向上が
国内で起こればよい．日本の ICT 産業の世界市場で
のシェアが低いからといって，これを他の分野に優先
して伸ばさなければならない理由はない（注８）．
　このように見ていくと，ICT 産業という特定の産
業に特別の焦点を当てて，その経常収支，売上高／世
界市場でのシェア，世界での技術方式の採用度合等に
焦点を当てて，これらの改善を国家的な課題と考える
べき特段の理由は見当たらない．個別の企業や業界関
係者にとって自社あるいは自らの属する業界の財・
サービスが世界市場において低いシェアしか占められ
ていないこと等は大いに不満なことかもしれないが，
一国の経済全体で見ればこれ自体は政策的対応を必要
とする理由はならない．
3.2　国際競争力強化のための政策の意義について
　国際競争力を問題とすることの意義が明らかでない
ならば，これを追求して政府が関与することも妥当と
は言い難い．しかし，このことをもって，国際競争力
強化を目的として行われている個々の施策すべてに意
義がないとは言えない．むしろ，効率的な資源配分の
実現，生産性向上の観点からそれらの政策を捉えなお
す必要がある．すなわち，問題は，国際競争力強化を
目的として行われている個々の政策が，実際に効率的
（注６） ただし，実際には統計上の誤差脱漏のため世界中のす
べての国・地域の経常収支の合計はゼロになっていない．
（注７） そこで，ICT産業が生み出す付加価値は他産業より大
きいので ICT産業の国際競争力を強化すべきとの議論もあ
りうるが，これについては3.2節の議論を参照．
（注８） 最終とりまとめでは ICT産業での国際競争力強化の必
要性について以下のものを挙げているが，もしこれが ICT
産業を他の産業よりも優遇して国際競争力を強化すべき理
由として述べているとすれば，理由として十分なものとは
言い難い．
 　第一に，日本経済の成長における ICT 産業の寄与度は
40％であることを挙げて ICT産業の成長が経済成長を牽引
するとしている．しかし，このことは，日本国内の ICT産
業の成長率が日本国内の付加価値総額（GDP）の成長率の
40％を占めたという事実を示しているものの，ICT産業の
国際競争力強化がどれほど国内 ICT産業の成長を生み出す
のか，それが他の産業における国際競争力強化よりもGDP
成長率への効果が大きいのか等を示すものではない．
 　また，別の理由として，各産業，各企業の情報通信の利
用の進展を通じた生産性の向上により経済成長が実現する
ことを挙げているが，これは様々な産業における ICTの利
用という ICTから見れば需要面の問題であり，また，これ
は海外から持ち込まれた ICTの財・サービス，技術によっ
ても実現可能である．ICT産業の国際競争力強化は基本的
に供給面の問題であり，当てている焦点は異なっている．
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な資源配分を達成するという経済政策の目的に適った
政策か否かである．
　企業等の経済主体はそれぞれ情報を持ち，自ら判断
に基づいて最適行動をとっており，市場の失敗等がな
い限りは，それら行動に基づく市場が社会的に効率的
な資源配分を達成するというのが経済学で導かれる基
本的な結論である．政府の関与については，市場の失
敗（自然独占性，外部性，公共財，情報の非対称性等）
が存在している場合，これを是正し効率的な資源配分
を達成するような関与は正当化しうるが，市場の失敗
等がない場合，あるいは市場の失敗等があってもこれ
を改善する関与でない場合は，意義が乏しいだけでな
く，これを行うことにより問題が生じるおそれがあ
る．
　実際には，様々な産業で，市場の不完全性や市場の
失敗が生じていないにもかかわらず数多くの施策が講
じられてきた．特に，特定の産業が他の産業よりも経
済成長にとって重要であるとの理由から，政府がこれ
に資源を集中的に投入する政策が行われることがあ
る．このような政策は「産業政策」と呼ばれることが
多い（「勝者を選ぶ（picking winners）という言い方
もされる）が，これに対しては一般に懐疑的な見解が
多い（注９）．なぜなら，このような政策が正当化される
には，政府が民間よりも情報を保有していることが必
要である（民間部門がこの産業が成功すると知ってい
れば，政府に支援を頼まなくても自分たちで投資する
はずである）が，これは現実には考えにくいからであ
る．また，産業政策への懐疑は歴史的経験にも基づい
ている．戦後日本では通商産業省を中心に「産業政策」
が行われたとされるが，積極的な政策的関与が行われ
た産業はそれにより必ずしも期待通りの成果を残せな
かった一方で，逆に自動車，アニメ，ゲーム機等は政
府の支援をほとんど受けずに世界的な産業として成長
した．これらを踏まえると，例えば ICT 産業を特に
選んで行われる政府の関与も，市場の失敗等がない場
合，必要性は見出し難いことになる．
　国際競争力強化のための政府の関与についても，市
場として海外市場という特定の地理的市場でのシェア
拡大等を政府が後押ししているという意味で，同様の
ことが当てはまると考えられる．本稿が扱う ICT 産
業の国際競争力強化は，ICT 産業の中でも更に海外
市場に焦点を当てるだけでなく，重点分野まで定めて
政策を推進しているものである．これに関して以下で
論ずるが，冒頭で述べたとおり，本稿では個別の施策
内容の是非について論じないことにしているので，こ
こでは基本的な考え方について論じたい．
　最終とりまとめは，国際競争力低下の要因の一つと
して，日本の ICT 企業が海外市場よりも国内市場に
偏重した活動を行ってきたこと等を挙げているほか，
国内市場で世界最先端の商品やサービスの開拓にしの
ぎを削ってきた結果，日本市場を対象として開発され
る商品は先端性を追究し過ぎ，言わば「ガラバゴス」
化し，他のグローバル市場では通用しない可能性があ
る等の指摘を行っている．これらの指摘は，国際競争
力強化そのものではなく効率的な資源配分という観点
から言えば，ICT 企業が持てる資源を十分に活用で
きていない，海外向けに資源を投入したほうが生産性
は高かったにも関わらず企業がそうしていなかった，
と読み替えることが可能である．
　しかし，まずこうした指摘が正しいか否かについて
は検証が必要である．これまでは日本の ICT 企業に
とって持てる資源と取り巻く環境等を考慮すれば，海
外市場よりも国内市場に重点を置いた事業を行うこと
が合理的行動であった可能性も考えられる．また，
ICT企業が資源を十分に活用できていない場合でも，
資産を過剰に抱え他の分野に上手く転用できていない
可能性も考える必要がある（注10）．確かに，海外での取
り組みを積極的に行って運良く新たな市場が開拓でき
れば，それら資産が有効に活用できることにはなる
が，そうした取り組みは成功する保証はない．もとも
と海外市場での比較優位がないのであれば，逆に資源
が無駄遣いされるおそれもある．どの企業も海外市場
での事業展開を積極的に行うべきだとの指摘が常に的
確だとは限らない．
　仮に先の指摘が正しい場合も，企業の観点から，少
子化等による国内市場の成熟，新興国市場の発展等を
踏まえれば，日本の ICT 企業の視線は海外市場に向
かう，あるいは既に向いているはずであり，敢えてこ
こで述べるまでもない．事実，中国等の海外市場での
参入等をこれまでも行っている．全般的に成功してい
るとは言い難いのかもしれないが，必ずしも日本企業
が海外市場への事業展開する意識が乏しかったという
訳ではないであろう．
　いずれの場合も，海外市場（しかも重点とされる分
野）での事業展開を積極的に行うべきか別の道を選ぶ
べきかの選択は，情報を持ち自らリスクを負う各企業
の経営者にすべて委ねるべきである．特に，海外事業
を行うような ICT 分野の大企業であれば，政府以上
に市場に関する十分な情報を持ち，資金調達も容易で
あり，政府の関与がなくとも自ら生産性の向上を図れ
るはずである．民間より多くの情報を持っているとは
考えにくい政府が，市場の失敗等の要因が存在しない
限り，積極的に海外市場での企業活動を奨励するよう
な関与を行う必要性は見当たらず，逆に政策的関与に
（注９） 1980年代に登場した，寡占市場を前提とした「戦略的
通商政策」の理論は，政府の関与が経済厚生の向上に一定
の役割を果たす場合がある可能性を理論上示したが，実証
分析でこの理論を十分に支持する結論が得られていない等
の問題点が指摘されている．冨浦（1995）等参照．
（注10） 資源の効率的利用が妨げられているのが事実とした場
合，その理由の一つとして資本市場が十分に機能せず，経
営に対するガバナンスが十分に働いていないことが可能性
として考えられる．
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よって効率的な資源配分が歪められるおそれがある．
　ただし，市場の失敗が存在していたり過剰な規制が
課せられていたりする等の場合，これを是正し資源配
分の効率化，生産性の向上に寄与する政策であれば，
名目的には国際競争力強化のために行われているもの
であっても，正当化することが可能である．例えば，
企業が海外事業展開を円滑にするための諸外国の障壁
を取り除くための国際交渉，制度改革，知的財産権保
護のための取り組み等は，国際競争力強化を目的とし
て行われているが，企業の事業の拡大や円滑化に寄与
し，効率的な資源配分，生産性の向上を実現する意味
で正当化しうるものと位置付けることが可能であろ
う．何にせよ，政府の関与については，単に「国際競
争力強化に寄与するから」といった曖昧な理由付けで
なく，市場の失敗の存在等を明らかにすることが必要
となる．
　また，市場の失敗等が存在する場合であっても，政
府による主導的な関与のすべてが留保なく正当化され
るものではないことには十分留意する必要がある．例
えば，国際競争力強化の一つの柱として，日本で生ま
れた技術の海外での普及（例えば海外で日本の技術標
準の採用）がある．これに関しては，特にデジュール
標準について，国際機関や外国政府との窓口としての
役割が政府にあるが，こうした技術標準を巡っては競
争が激しいのが現状であり，しかも，諸外国の企業や
政府，消費者の反応等により大きく影響されるため，
日本政府や事業者が努力するだけでは採用が保証され
ない（注11）．仮に採用されない場合，開発コストだけで
なく機会費用を含め大きな損失が生じるおそれがあ
る（注12）．逆に，自国技術にこだわらず外国技術を国内
市場で採用することで，そうした損失が生じないだけ
でなく，より安いコストで消費者が財・サービス等を
利用できる場合もあるだろう．したがって，政府自身
が先頭に立って，リスクの大きい自国発の技術の世界
市場での採用に固執し，そのために公的な資源を投入
することは，正当化できるとは限らない．政府として
は自国技術にこだわることの得失を様々な点から考え
るべきであり，関与する場合であっても，主導権は自
らリスクを冒している民間企業が持つべきで，逆に政
府自らが民間を先導して引き連れるようなことは慎む
べきである（注13）．
　以上のように，国際競争力強化を名目に行われてい
る政策は，効率的な資源配分や生産性の向上という経
済政策の目的から見た妥当性の観点から捉え直してみ
ることが必要である．その際，政府の関与が適切と言
えるのは市場の失敗がある場合等になることに留意す
る必要がある（注14）．
3.3　我が国を拠点とする事業部門を対象とすること
の意義について
　以上に加えて，ICT 産業の国際競争力強化におい
て「我が国に本拠を置く事業部門（海外拠点を含む）」
に焦点が当てられている点にも国民経済の観点から注
意が必要である．
　「我が国に本拠を置く事業部門（海外拠点を含む）」
については，「本拠」や「事業部門」という言葉の意
味が書かれていないため，それが何を指すか明確では
ないが，ICT 国際競争力懇談会の企業メンバーのほ
とんどが主要電気通信事業者や大手メーカー等である
こと等から判断すると，これら日本に本社機能を有す
る企業を想定しているものと考えられる．
　これら企業が生み出す付加価値は，国内（または国
民）で生産され分配されるとは限らない．付加価値は
それを生み出した資本，労働等に配分されるが，グ
ローバル化した現在の世界経済では，企業の本社機能
の場所と，付加価値を生み出す資本や労働等の所在地
との関連性は薄くなっている．企業は本社機能の所在
地にかかわらず，世界中の国の中から適切な場所に生
産拠点を設けており，そこでの生産で得られた付加価
値のうち労働が生み出したものはその土地の労働者に
分配される．また，資本の自由化により，どの国の投
資家も企業に出資し，企業が生み出した付加価値の配
分を受けることができる．
　日本に本社機能を置く ICT分野の企業においても，
本社機能と資本や労働の源泉の相違は見られ，これら
企業が生み出す付加価値はすべて日本の居住者以外に
（注11） なお，外国政府もそれぞれの国の技術標準の支援を
行っている場合，自国技術にこだわるならば，それでも自
国政府としては支援を行うことが最適な戦略となる．しか
し，これは，各政府が資源を投入する分だけ社会全体の厚
生が悪くなる，いわば囚人のジレンマ状態である．
（注12） この意味で，世界での技術標準の獲得は，「地位財」
の一種であると考えることができる．
（注13） なお，自国技術の普及に向けて，ODA（政府開発援助）
を活用すべきだとの議論もあるが，決定までの手続きに時
間を要すること，途上国から要請をベースにしていること
（要請主義），厳しい財政事情，日本の外交手段であるODA
全体の中での ICTの優先順位，豊富な民間資金の存在等を
考慮すると，その効果については多くを期待し難いと思わ
れる．
（注14） 最終とりまとめ等は，ここで述べたような資源利用の
非効率性の存在，海外への資源投入の必要性，政府関与の
妥当性等について十分な説明を行っていない．なお，伊丹
（2007）も日本の IT産業の国際競争力強化への政府の介入
を求める以下の趣旨の発言を行っている．
・日本の IT関連のハード・ソフト・サービスの供給企業は
ポテンシャルが非常に高いものの，多くの企業が国内市
場に目が向きすぎた開発努力をしており，その技術資源
の総量の使い方に無駄が多く，ポテンシャルを発揮させ
ない状態を招いている．
・その産業構造を変え，国際的に他国の企業との競争にそ
の資源をもっと向けるべき．事業統合，企業合併，事業
移管などさまざまな「産業の地図を塗り替える」作業が
必須．
・民間の努力だけに任せるのでは，時間がかかりすぎ，政
府が一定の役割を果たすことが必要
 ここでも資源の効率的な利用に問題があると述べられてい
るが，その論証，国際的な競争に資源を一層向けるべき理
由，政府の関与を行うにより事態の改善が可能なのか否か
等については，明らかでない．
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も流出している．表１は，日本に本社機能を持つ ICT
メーカーの株式の外資比率（2007年９月），海外生産
比率（2007年３月）を表したものである．
　この表から分かるとおり，日本の主要ICTメーカー
の株主の多くは外国人投資家（一部では過半数を超え
ている）であり，企業が生み出した利益の多くはこれ
ら外国人に配分される．また，海外生産比率から，企
業が生み出した付加価値のうち労働の対価の多くが海
外の労働者へ分配されていることがわかる．このた
め，日本に本社機能を置く企業の付加価値の増大は，
日本の経済政策の目的は国内（あるいは国民）の生み
出す付加価値の増大という経済政策の目的とは合致し
ない．
　確かに，現在でも，投資家，労働者とも日本に本社
機能を置く企業において日本人が占める比率は大き
く，これらの海外での利益増大が日本経済にプラスと
なることは否定しないが，日本の付加価値の増大をも
たらすのは日本に本社機能を置く企業だけではない．
　そのひとつに，外国企業の対日投資がある．外国に
本社機能を持つ企業が日本に生産拠点を設置すること
は，雇用機会を生む等のメリットがあり日本国内での
付加価値の増大になり，経済政策の目的と整合的であ
る．経済財政諮問会議における有識者議員資料（2008
年２月15日）は，対内投資には，①新たな技術や経
営ノウハウの導入を通じて企業の生産性を向上し，企
業価値を高める，②雇用機会を創出し，新たな製品や
質の高いサービスを提供する③ヒト，モノ，カネ，情
報，技術などの導入は，日本経済にとっても“新しい
刺激”となり，わが国の潜在力を再生させる，といっ
た意義があり，対日投資を促進すべきとしてい
る（注15）．日本に本社機能をもつ企業のみに焦点を当て
ることは，こうした外国企業の能力の活用等に配慮し
ていないことになる．
　このほかにも，日本に本社機能を置く企業だけを考
慮することには問題がある．例えば，日本に本社機能
を置く企業が本社機能を日本国外に移転したり，日本
国外の資本によって買収されたりした場合，それらの
企業がその時点で急に対象からはずれることになるこ
とが合理的か否かが問題となる．
　また，国民経済の観点からは，海外からの財・サー
ビス・技術が品質の良く安価なものであれば，日本国
内の消費者がそれらを享受するメリットも重要であ
る．特に，ICT 分野は世界的に見れば数多くの企業
が優れた製品・サービスを提供している．これらは日
本に本社機能をもつ企業のみに焦点を当てることに
よって視点から落ちてしまう．
　現在のグローバル化の時代において，ICT 産業を
含め，生産拠点の海外移転，海外企業の買収，海外企
業との事業連携，海外製品・部材の流入等は活発に行
われており，今後更に進展することが想定される．こ
のような時代に，「我が国に本拠を持つ事業部門」だ
けに焦点を当てることは，経済政策の目的から見ると
一部分だけに偏ったものと言え，政策的対応の検討と
しては十分なものとは言えない．
４ 国際競争力強化論議の背景について
　前章で見たとおり，「我が国に本拠を置く事業部門」
の国際競争力強化を政策課題として設定することは，
国民生活の向上や経済成長という経済政策の目的とは
整合的でなく，むしろ生産性の向上という観点で政策
を捉え直していくことが必要である．しかし，国際競
争力強化を目的とした政策が，ICT 産業のほか様々
な分野で進められている現実がある．これは国際競争
力強化というスローガンが受け入れられやすいことを
示していると考えられるが，その背景にあると思われ
る人々の認識等について，私見ながら，本章でいくつ
か考察してみたい．
⑴　企業の観点と経済全体の観点の混同
　第一に，我が国に本拠を置く企業の業績と日本経済
のパフォーマンスを同一視していることを挙げること
ができる．国際競争力という概念は，ある企業の視点
からは海外市場での自らの事業の成否という意味で重
要かも知れないが，前章で述べたとおり，日本に本拠
を置く事業部門が自らの企業価値を高めることと，日
本経済が成長率を高めることは必ずしも一致しない．
そのことへの理解が十分でないように思われる．
　外国資本の投資が低く，「日本人が働く企業＝日本
に本社機能のある企業＝日本の投資家が投資する企
業」という図式がほぼ成り立ち，日本経済の成長がこ
れらの企業の発展とともにあったこれまでの日本経済
の歴史を考えれば，このような考え方が根強く残るの
も分からないではない．しかし，人口減少の時代を迎
えかつての高度成長が期待できず，また経済のグロー
表１　外資保有比率と海外生産比率
企業名 株式の外資比率 海外生産比率
日立 42.7％ 41％
東芝 26.2％ 49％
三菱電機 26.2％ 31％
NEC 27.3％ 26％
富士通 34.9％ 36％
松下電器 28.4％ 44％
シャープ 31.6％ 51％
ソニー 52.6％ 74％
（出典 : 会社四季報2008年１集）
（注15） 実際，これら雇用機会の創出等の利点から，世界各国
は競って外国企業の投資の誘致を推進している．例えば，
1970年代後半からの中国の経済成長も外資導入により進展
してきたものである．外国から日本への投資は低迷してい
るが，最近日本政府も対日投資受け入れに積極的になって
いる
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バル化が進展し対内投資の拡大が求められている現
在，かつての図式をベースにした認識を前提にするこ
とは適切とは言えなくなっている．
⑵　特定分野への関心の偏重
　第二に，関心が特定の分野，例えば特定の産業（特
に供給サイド），海外市場という特定の地理的市場に
偏り，日本経済全体をマクロで見る視点を欠ける傾向
が存在していることである．特定の産業に関心のある
人々は当該産業の課題（例えば国際競争力）には問題
意識が強く，そのための政府の関与は歓迎する一方
で，経済全体での資源の効率的配分の達成，付加価値
増大という経済政策の目的や，政策のために税金等が
徴収され資源配分が歪むおそれがあること等までは思
考が至りにくい．
　こうした特定分野に関心が偏る背景の一つとして，
当該特定分野が経済成長を導く（例えば，特定の産業
が高い付加価値を生む）との信念があることが考えら
れる．別の背景としては，政策に対する関心が強く発
言も多いのが当該分野の業界の関係者であることであ
る（注16）．これら業界関係者は，自分の属する業界につ
いては強い関心を持つ一方で，日本経済全体の問題に
はなかなか考えが及びにくい．
⑶　政府の関与への多大な期待感
　第三に，国家的な課題と考えられるものについては
何事も，政府の取り組みや産官学の連携等が解決策に
なると即座に考える傾向が一部に残っていると思われ
ることである．確かに経済への政府の関与には正当化
できるものも多いが，それ以上に政府の関与を安易に
求める傾向が存在する．ICT 産業の国際競争力強化
の場合，諸外国も自国の国際競争力強化を旗印に様々
な取り組みを進めていることが，不安を一掃掻き立て
（他方でそれが正当化できるものか，あるいは効果が
あるのか等はほとんど問われない），政府のより強い
関与を求めている可能性もあるだろう．
⑷　市場シェア等による勝ち負けの市場イメージ， 
日本発ブランドのプレゼンス拡大への欲求
　国際競争力という言葉自体が，人々の心に容易に受
け入れられやすい性格を持っている可能性もある．国
際競争力という言葉には，市場での競争をあたかも国
同士の陣取り合戦のように捉え，国別市場シェア等で
勝ち負けを競う発想があるように思われる．このよう
なゼロサムゲーム的な市場の捉え方は誤っているが，
直感的に分かりやすい．これに加え，国際競争力強化
を論ずる人々には，事業採算や経済全体としてのプラ
ス・マイナス等の実益を考慮せずに，自国発のブラン
ドや技術のプレゼンスといった「名」が世界において
大きくなることを求める感情があるように思われる．
人目につきやすい製品（例えば携帯電話）の世界市場
シェアに関心が向きがちな点には，このような感情が
垣間見える（注17）．
⑸　認知的不協和
　また，ICT 産業の場合，かつて日本を拠点とする
企業が世界市場を席巻したことと現状との間の落差が
心理的に影響している可能性がある．日本の ICT 産
業は世界市場で相当のシェアを獲得していたが，モ
ジュール化の進展等があり，近年は欧米のみならず，
韓国，中国，インド等の新興国企業が台頭し，日本企
業のシェアは大きく減少している．その一方で，日本
は世界に冠たる製造業大国であり ICT 分野の技術力
は優れている，したがって本来世界市場で製品が売れ
て然るべきだ，という信念または願望が強く存在して
いるに思われる．このような人々の信念または願望と
現実との間のギャップが認知的不協和を起こし，これ
を解消するため，日本の技術が世界で受け入れられる
という現実を求めて ICT 産業での国際競争力強化が
強く唱えられている一面があると考えられる．問題
は，そうした信念や願望が必ずしも現実化する保証は
なく，逆にこれに囚われることで柔軟性が失われてい
くおそれがあることである．
⑹　議論の不足，専門的知見の軽視
　最後に，経済政策の策定に当たっての議論におい
て，論理に基づいた議論が必ずしも十分に行われてお
らず，特に専門的な知見が活かされていないことを指
摘できる．国際競争力というあやふやな概念に基づく
政策が実際に議論され実施され続けていることの背景
には，政治的により多くの一般の有権者の心情に訴え
ることが重要となる現実があることのほか，実際の政
策論議において，経済政策の目的は何か，それを実現
するために何を行うのが適切か等について，専門的知
見を活用した論理的な議論が十分に行われているとは
言えないことがあるように思われる．特に経済学の視
点については，往々にして「市場原理主義」という
誤ったレッテル貼られる等，一部の人によって真摯に
受け入れられない事情もあるのかもしれない．
５ おわりに
　第３章では，経済政策の観点から，産業の国際競争
力を求めるよりも，むしろ生産性の向上という観点か
ら政府の関与を捉えるべきであることを述べた．確か
（注16） 日本におけるこうした企業（業界）と政府との関係は
「仕切られた多元主義」と評される．なお，こうした業界は
日本企業だけで構成されることが多いことが，前章で述べ
た「我が国に本拠を置く事業部門」への関心の集中につな
がっていることも考えられる．
（注17） こうした国際競争力への強い関心は経済活動でのモ
ティベーションを高める誘因として働く可能性もあるが，
世界市場でのシェア拡大等それ自体が必ずしも企業利益や
国民経済で見た付加価値の増大につながるとは限らないこ
とは銘記しておく必要があろう．
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に，かつてのような高度成長が望めず，人口減少等の
課題をかかえる日本経済の現状において，企業が新た
なビジネスチャンスを海外に求めることはよく理解で
きる．結果として，日本に拠点を置く企業の製品や
サービスが世界的にヒットするのであれば，それはそ
の企業自身にとって喜ばしいだけでなく，日本経済に
とってもプラスとなるかもしれない．また，第４章で
見たような人々の様々な認識等を背景に，国際競争力
強化というスローガンは受け入れられやすく，一部の
人々にはモティベーションを与えている可能性もある
かもしれない．
　しかし，どこにビジネスチャンスを見つけ，どこに
資源を投入するかは企業経営者の判断すべきことであ
る．国内外や産業分野にとらわれることなく，既存事
業からの撤退を含めて経営判断によりビジネスの方向
を決めている．海外市場への展開がより多くの利益を
生むと判断すれば企業はそこに資源を投入するが，国
内市場の方により有望な事業機会を見つければそちら
に資源を投入する．市場経済においては，そうした
個々の経済主体の自由な活動が効率的な資源配分を生
み大きな成長をもたらしてきた．日本もその例外では
ない．
　こうした観点からは，国際競争力強化を目標として
特定の産業・分野・地理的市場・経済主体に資源を政
策的に集中させようとすることは，経済政策として適
切なものとは言い難い．むしろ，資源の効率的分配，
生産性向上のため，市場の失敗等がある場合の環境整
備等，民間経済主体の補完的役割に徹するとの観点か
ら政府の関与を捉え直すべきである．仮に，民間企業
の経営に問題があるとしても，それは政府の関与に
よって改善すべきことではない．また，政策の策定に
当たっては，その目的に整合的な政府の関与の在り方
が明らかになるよう，心情等に流されることなく専門
的知見を十分に活用した議論が求められる．ICT 分
野における政策についても，これらの視点から進める
ことが今後一層重要となろう．
（本稿は筆者の個人的見解を述べたものであり，筆者
が所属するいかなる機関等の見解ではない）
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